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スマートグリッド社会実証	
ー米国の経験を踏まえてー	
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二兎を追い収斂する日米のスマートグリッド	
	
【米国】	

2000年代初頭カリフォルニア電力危機から、	
オバマ政権グリーンニューディールへ。	

【日本】	
再生可能エネルギー導入に伴う余剰吸収から、	
震災後電力不足に伴うデマンドレスポンスへ。	

	

先行する米国のスマートグリッド社会実証	
	
•  100近い社会実証が行われてきた。	
•  ピークカット効果はゼロから50%まで千差万別。	
•  不適切な社会実証に関する疑問が噴出。	
•  多額の予算をかけながら膨大な社会実証が無駄に。	
•  米国エネルギー省はガイドラインを設け、Randomized Controlled Trial (RCT、

無作為化比較試験)を義務付け。	
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ダイナミック・プライシングの反論と再反論	
	
神話1　消費者はダイナミック・プライシングに反応しない	
•  24のパイロットの109のダイナミック・プライシング実証実験は中央値で12%の

ピークカット効果を持っている。	

神話2　デマンド・レスポンスはダイナミック・プライシングに応じて変化しない	
•  信頼度の高い33のランダム・コントロール実証実験(RCT)によれば、ピーク・オ

フピークの価格比率とピークカットの係数は0.073である。	
	|▲Y/Y| = 0.073 (7.048) × ln [Pp / Pop]　・・・　5倍で12%、10倍で17%	
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ダイナミック・プライシングの反論と再反論	
	
神話3　デマンド・レスポンスは情報提供・補助技術に応じて変化しない	
•  デマンド・レスポンスはWebポータル・ホームディスプレイ・自動温度設計・警告

装置などによって高まる。補助技術・情報提供を用いた39のダイナミック・プラ
イシング実証実験は中央値で23%のピークカット効果を持っている。	

•  補助技術・情報提供を用いた場合、ピーク・オフピークの価格比率とピークカッ
トの係数は0.12である。	
	|▲Y/Y|  = 0.120 (5.187) × ln [Pp / Pop] 　・・・　5倍で19%、10倍で28%	
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ダイナミック・プライシングの反論と再反論	
	
神話4　デマンド・レスポンスは持続しない	
•  2003-4年のカリフォルニアの社会実験(CPP)では13%のデマンドカットに変化は

見られなかった。	
•  2008-9年のボルチモアの社会実験(PTR)では18%から33%に効果が伸びた。	
•  2009-10年のカリフォルニアの実験(CPP)では15%と14%であった。	
 	
神話5　低所得者はダイナミック・プライシングによって損をする。	
•  レベニュー・ニュートラルCPPのシミュレーション結果によれば、支出増の消費

者と支出減の消費者は半分半分と考えられるが、低所得者の電気利用パター
ンはより高所得者よりも平坦なために、65%の低所得者が支払を減らすことに
成功している。	

	
出所	
Faruqui, A. and Palmer, J. (2011) “Dynamic Pricing and its Discontents,” 
Regulation 34.3: 16-22.	
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スマートグリッド社会実証	
ー日本4地域社会実証の教訓ー	



ピークカットに関する日本の経験	

•  全国４地域（横浜、豊田、けいはんな、北九州）で、スマートコミュニティの実験。	
•  北九州市では、30度を超える夏日に世界初の4レベルの変動型CPPを設定。	

＊　ピーク時に15円/kWhの電気料金を50/75/100/150円に引き上げる。	

•  CPPとTOUを合わせて、約20％のピークカット効果が得られた。	
＊　米国とほぼ同様の計測結果。	

•  価格レベルを上げれば、次第に効果も高まる。	
•  消費者保護策と合わせて、約13%の電気代節約。	
•  けいはんな学研都市・豊田市でも、北九州市同様のピークカット効果を計測。	

•  今後とも、デマンドレスポンスの時間帯別・季節別の電気料金メニューを選択
できる社会に移行し、需要側のピークコントロールを進めていく必要がある。	
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横浜市	

•  規模の大きさが魅力	
•  PV設置と非設置の比較	
•  多種多様なダイナミック・プラ

イシングのDR	
•  ADRアップグレード	

•  PV非設置サンプルの確保	
•  EV社会実証との連携	

豊田市	

•  世界一の社会実証技術	
•  最高級スマートホーム	
•  EV/PHEV家庭充電が中核	

•  ADRアップグレード	

•  サンプル数が少ない	
•  EV/PHEV家庭充電がランダ

ム化されない	

北九州市	

•  熱意溢れる地域一帯の取組	
•  現金を用いたダイナミック・プ

ライシング	
•  スマートフォンの活用	
•  地域型インセンティブの活用	

•  サンプル数が限られる	
•  既に十分高効率世帯対象	

けいはんな	

•  電力会社リソースを活用	
•  行き届いた地域調査	
•  斬新な省エネコンサル	
•  オール電化世帯中心	

•  ガス併給世帯への拡張	

•  エコ・ポイントとダイナミック・プ
ライシングの差別化	
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1.  フィールド実験という経済学の革命 
 
l  経済学は実験ができない学問か？ 
→　実験によって理論の正しさが検証できない言ったもの勝ち 
→　データは自己選抜バイアスに汚れ、実証分析は信頼できない 
→　無作為比較対照実験(RCT)を実生活でやるという蛮勇 
 

l  スマートグリッドを舞台に繰り広げられる日米の競争 
→　オバマ政権はRCTを条件に10の地域を指定 
→　経産省は横浜・豊田・けいはんな・北九州4地域を指定 
→　私はアドバイザーとして実験設計・経済効果測定を担当 
→　東日本震災を挟んで社会的重みが激変(天意なのかも) 
 

l  行動経済学のまだ解かれていない課題 
→　寄附など社会的行為・運動など行動変容を促す動機付け 
→　内発的動機(節電要請)対外発的動機(変動型電気料金) 
→　長期的持続効果・習慣形成が重要 
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2.　けいはんなフィールド実験 
 
l  実験の概要 
→　経済産業省・NEPC・関西電力・三菱重工との共同研究 
→　けいはんな学研都市 
→　2012年夏・2013年冬 
→　全4万世帯から手を上げた2千世帯の中から7百世帯を対象 
 

l  ランダム化グループ分け 
→　コントロール・グループ(N=153) 
→　節電要請(内発的動機)グループ(N=154) 
→　変動型電気料金(外発的動機)グループ(N=384) 
 

l  内的妥当性と外的妥当性 
→　内的妥当性はランダム化で保証 
→　外的妥当性は保証されないが事後チェック 
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節電要請(内発的動機)グループが受け取るメッセージ 
2012年夏15日・2013年冬21日 



15 

変動型電気料金(外発的動機)グループが受け取るメッセージ 
2012年夏15日・2013年冬21日 
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変動型電気料金(CPP=¥65/¥85/¥105) 
2012年夏昼間13〜16時×15回 
2013年冬夕方18〜21時×21回 
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変動型電気料金(外発的動機)グループが見る 
ホーム・エネルギー・マネージメント・システム画面 
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3.　ピークカット効果の結果 
 
l  節電要請のピークカット効果は夏3%・冬3%(有意) 
l  変動型電気料金のピークカット効果は夏17%・冬17%(有意) 
→　CPP=¥65の効果は夏15%・冬16%(有意) 
→　CPP=¥85の効果は夏17%・冬16%(有意) 
→　CPP=¥105の効果は夏18%・冬19%(有意) 
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3.　ピークカット効果の結果 
2012年夏の結果の図示 
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4.　ピークカット効果の期間中の持続 
 
l  節電要請の効果の持続はなし 
→　第1サイクルの効果は夏8%・冬8%(有意) 
→　第5サイクルの効果は夏0%・冬1%(非有意) 

l  変動型電気料金の効果の持続はあり 
→　第1サイクルの効果は夏18%・冬19%(有意) 
→　第5サイクルの効果は夏13%・冬16%(有意) 
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5.　ピークカット効果の期間後の習慣形成 
 
l  節電要請の期間後の習慣形成はなし 
→　習慣形成の効果は夏1%・冬2%(非有意) 

l  変動型電気料金の期間後の習慣形成はあり 
→　習慣形成の効果は夏8%・冬7%(有意) 
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７.　習慣形成のメカニズム 
 
l  節電要請の家電買換は8%贈加(有意) 
l  変動型電気料金の家電買換は9%贈加(有意) 
l  節電要請の行動変容(5段階)は0.13ポイント贈加(非有意) 
l  変動型電気料金の行動変容(5段階)は0.4ポイント贈加(有意) 
→　習慣形成の差は家電買換ではなく行動変容による 
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８.　社会厚生効果 
 
l  節電要請の短期効果(夏3日)は11億円 
l  変動型電気料金(¥65)の短期効果(夏3日)は17億円 
l  節電要請の長期効果(夏15日)は24億円 
l  変動型電気料金(¥65)の長期効果(夏15日)は77億円 
→　節電要請と変動型料金の長期効果の差は大きい(50億円) 
→　変動型料金が¥85/¥105となれば差は開く(80億円/110億円) 
→　電源投資を考慮に入れれば社会厚生効果は年1000億円 
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【日本の社会実証の意義】	
	

•  スマートメーター普及からダイナミック・プライシング導入へと軸
を移してきた米国の社会実証に比べて、規模とスピードでは劣る
が、日本の社会実証は再エネ導入技術実証から派生してきたの
で、技術水準は一段上を行く。日本のベンダー・自動車会社へ
の注目も高く、ビジネス・チャンスはある。	

•  米国のスマグリ社会実証2.0では、ダイナミック・プライシング導
入のみならず、EV/PHEV連系とADR移行に重点が置かれる可
能性が高い。また、省エネ教育とスマート家電活用には力を入
れている。情勢の先回りをする必要あり。	

•  日本の社会実証の実績を海外に情報発信し、国際標準に沿って
日本のアドバンテージをPRしていく戦略が必要。上から下まで
オールジャパンでやろうとするとガラパゴス化する。	
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